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日本工学アカデミーの使命

　社団法人日本工学アカデミーは、広く学界、産業界及び国の機関等において、工学
及び科学技術並びにこれらと密接に関連する分野に関し、顕著な貢献をなし、広範な
識見を有する指導的人材によって構成されており、工学及び科学技術全般の進歩及び
これらと社会との関係の維持向上を図るため、下記の諸活動を通じて、我が国ひいて
は世界の発展に資することを目的とする。

記

１）国内外の工学・科学技術政策、教育等に関する調査研究、提言活動を積極的に行
う。

２）国内外における学際・業際的及び新技術領域の活動を推進することに資する調査
研究等の諸活動を積極的に行う。

３）国内外の工学、科学技術の健全な進歩発展に寄与するための教育活動、及び一般
に対する普及、啓発活動を推進する。

４）上記の諸活動を効果的に実施するため、国内外の諸団体、特に海外の工学アカデ
ミーとの連携を強化し、共同事業等を推進する。

５）上記の一環として国際工学アカデミー連合の主要メンバーの一員として、特に近
隣諸国における工学アカデミーの設立に対して、良きアドバイザーとしての責務
を果たす。

2000年７月19日理事会



1

EAJ Activities Report 2013/2014

2013年は、当会が公益法人化して最初の年と
なりました。公益法人化に向けて、2012年度は
当会のあるべき活動についての議論が中心でし
たが、公益法人化後は、イノベーションの駆動
力たる工学について、多様な議論や発信が熱を
帯びつつ活発化していきました。こうした進展
は、会員の皆様のご理解・ご協力の賜物であり、
深く感謝申し上げます。

地域支部の活動では、北海道・東北支部、九
州支部で、独自の企画による講演会や意見交換
会が開催され、交流の活発化がみられました。
そのテーマも、大規模災害への対応、健康医療、
エネルギー供給などといった分野における工学
の役割に関するものであり、まさに今日的な課
題に対応した議論が展開されました。

国 際 交 流 で は、 国 際 工 学 ア カ デ ミ ー 連 合
（CAETS）年次総会（2013年 6 月、ブタペスト）
へ出席してまいりました。また第16回東アジア
工学アカデミー円卓会議（2013年12月）、日本
工学アカデミー・SRI International合同シンポ
ジウム（2014年 1 月）が、それぞれ東京で開催
されました。特に東アジア工学アカデミー円卓
会議において、深刻な大気汚染に悩む中国から、
日本からの環境技術移転の必要性について発言
があったことは非常に印象的でした。途上国へ
産業革命が普及する中、課題解決先進国である
日本が有する工学的知見の移転ニーズは益々高
まっていくことでしょう。

人材育成では、九州支部でスーパーサイエン
スハイスクール指定を受けている高校の学生を
対象に、当会会員他が講演会を行いました。「生
活を豊かにする工学」という複合的な領域のテ
ーマに対して、 4 名の講師が各人の専門分野に
基づいた講演を行うというユニークな試みがな
されました。次世代の人材育成の裾野を広げる
には、こうしたアプローチも必要でしょう。

以上は2013年度の活動例ですが、これらの活
動を通じて感じるのは、工学への期待も変容し
ているということです。工学に求められる成果

は、これまでのモノが普及することで成長した
時代とは異なり、将来の不確実性が高まる中で
のイノベーションです。ハードルが高いように
思えますが、一方でイノベーションのコストは
下がっています。何故なら、高度に複雑化した
技術や社会システムの中で、既存の技術や社会
システムの新しい結合によって生じるイノベー
ションの余地が大きくなっているからです。

不確実性は高いがイノベーションコストは下
がっているという状況下では、あるべき社会イ
メージを設定したうえで工学的な対応を検討す
るというバックキャストアプローチも有効で
す。未来は絵空事ではなく実現するもの。それ
が工学に携わる我々の矜持であるはずです。バ
クキャストアプローチは、そうした思いに応え
る方法論となるでしょう。そうした検討も含め
て、今後とも議論や発信が活発化することを期
待します。

2014年 5 月22日
（公社）日本工学アカデミー　会  長

小　宮　山　　宏

ご挨拶
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Ⅰ．EAJにかかわる基本認識

2013年 7 月 1 日付けで公益社団法人に移行し、
歴史的な時を迎えた。さらには公益社団法人に相
応しい体制を整えるために、2014年 4 月 1 日から、
暫く空席であった専務理事を選出し、加えて常務
理事を 2 名に増強する等、懸案を一気に払拭する
執行体制の強化が図られる。

国際関係では、日米先端工学（JAFOE）シンポ
ジウムの開催が隔年に変更されたため、2013年度は、
2014年 6 月に日本で開催する準備が着々と進められ
た。また日豪若手研究者交流促進事業（ERLEP）
の第三ラウンドが始まり、先ずは 8 名の日本側技術
者・研究者を2014年 2 月17日－ 28日に豪州に派遣し
た。さらに2010年は西安、2011年は釜山と続いた東
アジア工学アカデミー円卓会議（EA-RTM）は、
2012年 9 月下旬に福岡で開催すべく全ての準備を整
えたが、直前になって急遽中国工程院（CAE）から
延期提案があり、韓国工学翰林院（NAEK）とも相
談の上で已む無く延期に同意したが、 1 年以上の遅
れとなったものの2013年12月15日－ 17日に東京で再
開することができた。また国際工学アカデミー連合

（CAETS）大会が2013年 6 月にBudapestで開催され、
会長と国際委員長が出席し、基調報告を行った。

国内では、各委員会の活動に加えてプロジェク
ト活動が進展し、積極的に談話サロンや公開シン
ポジウムを開催し、広く非会員の参加も得て従来
以上に活発な議論の場となった。特別委員会とし
て新たに「安全知と安全学委員会」と「福島第一
原発汚染水処理検討委員会」を、プロジェクトと
して新たに「原子力－事故からの再生」と「バイ
オマス・アジア」を立ち上げた。

各委員会、各プロジェクト、各支部・地区活動
の詳細を以下に詳述する。

Ⅱ．活動概要

1．総会
2013年 5 月22日にホテルJALシティ田町「鳳凰

の間」にて第16回通常総会を開催した。
2012年度事業報告・収支決算と2013年度事業計

画・収支予算を承認した。
・当日出席正会員　50名、表決委任正会員 

301名、合計　351名
2013年 9 月18日に学士会館「307号室」にて

社員総会を開催し、特例社団法人として最後の
事業報告と収支決算（ともに2013年 4 月から 6
月まで）を承認した。さらに定款第 7 条に定め
る会費と賛助会費の額および定款第26条 2 項に
定める常勤役員の報酬の上限額を定めた。

・当日出席正会員　10名、表決委任正会員 
386名、合計　396名

2．理事会
年 4 回の通常理事会を開催し、本アカデミー

の運営にかかわる重要事項について審議・決定
した。2013年度の主な議決事項は、総会議案の
承認、正会員の入会の承認、賛助会員の入会の
承認、会員選考委員の承認、委員長交代の承認、
特別委員会・プロジェクトの新設・延長の承認
などであった。会員選考委員会からの提案を受
け、終身会員制を2014年度の会費請求時から導
入することを決議した。加えて公益社団法人に
移行したことから、次年度予算は理事会で決定
し、直近の社員総会に報告する手順に変わった。

報告事項として、各委員会・プロジェクト・支
部・地区活動などの報告、他団体主催行事に対 
する協賛・後援依頼承認などの報告がなされた。

3．委員会
（ 1）会員選考委員会

理事会の開催頻度に合わせて、委員会を年 3
回開催し正会員の入会審査を行った。顕著な業
績を持ちながら入会していない有識者が多いこ
とから、分野別に会員候補者を発掘する作業を
行った。さらには終身会員制度について議論を
重ね、理事会の承認を得て新制度が2014年度か
ら開始される。

2013年度 事業報告
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これらの取り組みにより、2013年度は正会員入
会が30名で前年度比増加したが、退会者も36名に
増え、逝去者が16名と多かったことも重なり、年
度末正会員数は623名に減じた。

正会員（人） 賛助会員（社・団体） 客員会員（人）
2013年度初 645 30 28
入会 30 0 0
退会 36 1 0
逝去 16 － 0
2013年度末 623 29 28

・会員選考委員長：池田駿介
幹事：石原　直、亀井信一
第 1 分野主査：松本洋一郎
委員：内山　勝、岡本一雄、白鳥正樹、 

村上敬宜
第 2 分野主査：尾形仁士
委員：石原　直、土井美和子、保立和夫、 

村上篤道
第 3 分野主査：小関敏彦
委員：小野寺秀博、鈴木俊夫、西嶋昭生、 

松宮　徹
第 4 分野主査：小松利光
委員：浅岡　顕、安達　洋、小澤良夫、 

濱田政則、野城智也
第 5 分野主査：神本正行
委員：島村常男、辰巳　敬
第 6 分野主査：桑原　裕
委員：今井秀孝、小玉喜三郎
第 7 分野主査：長棟輝行
委員：関　実、中西友子、茂木美智子、 

渡辺公綱
第 8 分野主査：永野　博
委員：亀井信一、小林信一、橋本正洋、 

松見芳男
（ 2）企画・運営委員会

公益社団法人への移行に伴い、執行体制の強
化を図るべく協議を重ねてきたが、漸くにして
専務理事 1 名、常務理事 2 名の体制に移行でき
ることとなった。

「工学アカデミーの基本ミッション」
1 ．Engineering Design & Maintenance
2 ．Engineering Ethics & Education
3 ．Social System Innovation & Engineering  

Sustainability

これら 3 点の基本ミッションを踏まえ、本ア
カデミーの社会的機能を、①地域活性化、②国
際交流、③人材育成、④情報発信を四本柱とす
る。さらに常置委員会の活動にトップダウン形
の課題設定を盛り込むこととし、 2 つの特別委
員会を企画し、追加設立した。

一方産業界との連携を強化するため、企業の
トップ 8 名に「会長アドバイザリー」を委嘱し、
2013年 5 月21日に第 2 回アドバイザリー委員会を
開催し、産業界から忌憚ない意見を伺った。

また下記の談話サロンと公開シンポジウムを
開催したが、各委員会・プロジェクトの企画を
得て多様な開催となった。
Ø第178回談話サロン（学士会館）2013.9.6 
「福島原発事故を検証する」第 1 回
「 何が起こったのか？そしてそれを踏まえた

安全対策の現状は？」
講演：山脇道夫、越塚誠一、奈良林直、 

松井一秋、北澤宏一各氏
Ø日本工学アカデミー・SRI International合同

シンポジウム（東京大学山上会館）2014.1.28 
「 ブレイクスルーイノベーションのための日

米協力」
講演：相澤益男、 

スティーブ・シージンスキ各氏
パネルディスカッション： 

有本建男、スティーブ・シージンスキ、
坂田一郎、東條吉朗、鳥居邦夫各氏

Øシンポジウム（バイオインダストリー協会） 
2013.4.5 

「日本農業の原（現）状と未来」
講演：西村直樹、宮井能雅、大江靖雄、 

片岡仁彦各氏
Ø総会特別講演（ホテルJALシティ田町） 

2013.5.22 
「 福島被災地支援研究－農業面で分かってき

たこと」
講演：中西友子氏
Øシンポジウム（東京大学山上会館）2013.10.1 
「非在来型石油・天然ガスの本当の姿」
講演：石井吉徳、松岡俊文、椙岡雅俊各氏
Ø公開セミナー（日本経済大学大学院246ホー

ル）2013.11.22 
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「�IoT（Internet�of�Things）時代のイノベー
ション創造」
講演：石松宏和氏
Øフォーラム（弘済会館）2013.12.11�
「食糧生産と食品の安全性」
講演：三輪睿太郎、鳥居邦夫、古在豊樹各氏
Ø第 9回安全工学フォーラム（東京大学工学部）
2014.3.6�
「ネット社会の安全問題」
講演：向殿政男、佐々木良一、田代光輝、�

新　誠一各氏
Øシンポジウム（東京大学工学部）2014.3.25�
「�東京を低エネルギー都市にするにはどうす
るか」
講演：石井吉徳、大久保泰邦、梅干野晁、�

小林成基、笹田政克各氏
・企画・運営委員長：小宮山宏
委員長代理：松尾友矩
委員：有信睦弘、池田駿介、大来雄二、�

玖野峰也、小泉英明、田中秀雄、�
柘植綾夫、永野　博

（ 3）政策委員会
2013年度は、これまでの活動の成果から生み
出された発展的なタスクフォ－ス（TF）群を、
各幹事を決めて並行して推進した。またTF-4
「Converging�Technologies」とTF-6「日米先
端技術産業連携政策」はそれぞれすでにプロジ
ェクトに移行している。
TF-2� ：「人材」　長島昭幹事
TF-10�：「�科学技術・イノベーション・教育政策

の三位一体推進政策」
柘植綾夫幹事

TF-14�：「工学教育の再構築を目指して」
有信睦弘幹事

TF-15：「『医薬工融合』による先端医療イノベ
ーションマネージメントの実現」
江上美芽幹事

・政策委員長：有信睦弘
委員：旭岡叡峻、有本建男、江上美芽、�

大来雄二、亀井信一、坂田一郎、�
田中芳夫、柘植綾夫、鳥居邦夫、�
長島　昭、平澤　泠、藤田和男、�
前田正史、松見芳男、渡辺美代子

（ 4）国際委員会
1．JAFOE（日米先端工学）シンポジウム　�
2014年 6 月に東京で開催予定
隔年開催になったことから、2013年度は
翌2014年に日本で開催する第12回JAFOEシ
ンポジウムのテーマ選定、参加者（日本側
30名）の選考などの準備を進めた。

2．CAETS（国際工学アカデミー連合）大会�
2013年 6月26日－28日　ハンガリー　Budapest
小宮山会長と小泉国際委員長が出席し、
併催シンポジウムにてBrain� Science� and�
Educationについて招待講演した。

3．EA-RTM（東アジア工学アカデミー円卓会議）�
2013年12月15日－ 17日　東京
中国と韓国の参加を得て、小宮山会長、
小泉国際委員長他の出席で、2012年 9 月に
予定していた第16回円卓会議を東京で再開
した。今後、毎年日中韓の三国で持ち回り
開催する。

4．e-Asiaシンポジウム　�
2014年 1 月 9 日　東京
武田計測先端知財団に共催して、第 3回
e-Asiaシンポジウムを開催した。これに先
立ち2013年11月18日にBangkokで開催され
た「バイオマスオープンイノベーションフ
ォーラム」に参加した。

5．ERLEP（日豪若手研究者交流促進事業）�
2014年 2 月17日－ 28日　豪州各地
第 3回目の日本から豪州への派遣として 8
名を送り出した。開催にあたってはJSPS（日
本学術振興会）と豪州大使館のご支援を受け
た。

・国際委員長：小泉英明� *非会員
委員：旭岡叡峻、雨谷昭弘、指宿堯嗣、�

岩田修一、神本正行、佐伯とも子、�
中島一郎、長井　寿、西嶋昭生、�
三島　望、村上秀之、和田　元

専門委員：*竹村誠洋
国際協力委員：石原　直、一村信吾、�

井上孝太郎、今井　元、上野晴樹、�
大垣眞一郎、笠原二郎、桑原　裕、�
児玉文雄、齊藤忠夫、佐藤正明、�
嶋津孝之、鈴木　浩、高柳誠一、�
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武田英次、多田邦雄、田辺孝二、 
谷口尚司、冨浦　梓、中西友子、 
長島　昭、西谷　章、萩原一郎、 
原島文雄、原山優子、柳父　悟、 
山﨑弘郎、山田　肇、吉田　眞、 
依田直也、渡辺千仭

（ 5）広報委員会
EAJ内部のコミュニケーションの活発化を目

指 し た 内 部 向 け 広 報 活 動 と し て は、EAJ 
NEWSを理事会の開催頻度に合わせて年 4 回発
行し、さらに会長の年頭ご挨拶を正月に会員に
届けるため新年特集号を発行した。また新しい
試みとして、各プロジェクト活動をリアルタイ
ムで紹介する「中間報告特集」を企画し、第二
弾として 4 プロジェクトから報告がなされた。
また「活動報告2012/2013」を発行し、さらに
EAJ Informationを 1 件発行した。

・広報委員長：田中秀雄
委員：舘　暲、中西友子、林　秀樹、 

茂木美智子
（ 6）メンテナンス委員会

メンテナンスのあるべき姿を協議し、提言案
の骨子をまとめた。さらに人材育成を含めた提
言とすべく、協議を進めている。

・委員長：阪田憲次 *非会員
委員：池田駿介、玖野峰也、野口和彦、 

松尾友矩、*六川修一
（ 7）安全知と安全学委員会

従来の作業部会やプロジェクトから衣替えし
特別委員会として発足した。従来どおり毎年安
全工学フォーラムを開催することとし、2014年
3 月 6 日に第 9 回を開催した。

・委員長：向殿政男 *非会員
副委員長：松岡　猛、*新井　充
幹事：*高橋　聖、*鳥居塚崇、*吉村健志
委員：柴田　碧、*池田博康、*坂井修一、 

*畑中綾子、*藤本　滋
（ 8）福島第一原発汚染水処理検討委員会

2013年11月の理事会で急遽新設された。メン
バーでの協議を重ねて2014年 2 月の理事会に中
間報告を行った。その際のコメントを参照しな
がら提言案を取りまとめている。

・委員長：嘉門雅史

委員：池田駿介、阪田憲次、千葉泰久、 
中西友子、奈良林直、古崎新太郎、 
松尾友矩、山脇道夫

オブザーバー：和田　章

4．プロジェクト（旧称：作業部会）
（ 1）日米科学技術・イノベーションパートナ

シップの強化
2014年 1 月28日、米SRI Internationalとの「ブ

レイクスルーイノベーション合同シンポジウ
ム」を文部科学省や経済産業省他の後援の下、
東大で開催し、約90名が参加した。米DARPA

（国防総省高等研究計画局）モデル等につき講
演いただき、参加者で議論した。ハイパフォー
マンスコンピューティング（HPC）ワークショ
ップについては米国立研究所と継続協議中であ
る。

・リーダー：松見芳男
事務局長：田中芳夫
メンバー：有本建男、亀井信一、玖野峰也、 

坂田一郎
（ 2）食糧生産と食品の安全性

我が国の農業は、壊滅状態にあるという危機
意識にたって、工学の有効領域のなかで、いか
にこの状態から脱却、再建できるかを検討する
目的で本プロジェクトを発足させた。すなわち、
2012年から2014年にかけて二十数回の幹事会、
2 回のシンポジウムおよび 1 回のフォーラムを
開催した。その結果、農業のシステム化、特に
IT化と遺伝子組み換え食品の安全基準の確立
とが極めて重要であるとの結論を得た。

・リーダー：遠藤　勲
幹事：鳥居邦夫
メンバー：五十嵐泰夫、関　実、田島　眞、 

中西友子、長棟輝行、西山　徹、 
古崎新太郎、松永　是、茂木美智子

（ 3）次世代へのメッセージフォーラム
3.11以来エネルギー問題が深刻化し、新しい

低エネルギー都市の構想が必要になってきた。
2013年度はシンポジウム「東京を低エネルギー
都市にするにはどうするか」を開催し、東京一
極集中、欧州と米国の都市の違い、ヒートアイ
ランド現象の抑制法、自転車利用の拡大法、都
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心における地中熱利用について議論した。
・リーダー：大久保泰邦 *非会員

幹事：*山本達也
メンバー：石井吉徳、小川克郎、林　農、 

*安藤　満、*今泉真緒、*加藤文子、
*松島　潤

（ 4）工学の戦略的展開
2013年度はプロジェクトの取りまとめ作業を中

心に活動した。詳細は別途報告書として取りまと
めるが、特に日本ではBusiness Administrationに
相当するEngineering Administrationの人材育成と
その分野の発展がプロジェクトの目標達成にはも
っとも重要と考えられる。

・リーダー：福田収一 *非会員
メンバー：池田駿介、亀井信一、玖野峰也、 

長井　寿、松見芳男、*金谷一朗
（ 5）ソフトカー

リーダーの所属する千葉商科大学が位置する
市川市ならびに震災復興と高齢者モビリティの
課題に取り組む久慈市にソフトカーを持ち込
み、自動車と歩行者の共存を図る試験を継続し
て実施している。また速度自動制御装置を最近
のIT技術を駆使して簡便に製作すべく、iPhone
を使った試作機を製作した。

・リーダー：*小栗幸夫 *非会員
メンバー：玖野峰也、田中秀雄、長井　寿、 

茂木美智子
（ 6）根本的エンジニアリングの普及啓発

根本的エンジニアリングの普及啓発に向け
て、概念の深化、日本の技術革新事例への適用、
エンジニアの意識調査の 3 本柱で活動を行っ
た。その成果を、日本機械学会、電気学会、技
術経営国際会議（PICMET）などで、論文、シ
ンポジウムとして発表した。国内外大学での講
義、若者向けワールドカフェ、企業向けコンサ
ルテーションも行った。

・リーダー：鈴木　浩 *非会員
サブリーダー：大来雄二
メンバー：池田佳和、勝又一郎、小松康俊、 

佐藤千惠、松見芳男、*伊藤裕子、 
*大谷　竜、*永田宇征

（ 7）電力流通システム
現在、政府が進めている電力の自由化ついて、

すでにこの変革が進んでいる海外の状況も踏ま
え、日本での変革が円滑に進むため、純技術的
観点から、課題を整理し公開できるように検討
中である。

内容としては、特に専門家の方々以外は理解
が難しい、電力エネルギーを流通させるための
システム部分を中心に、検討を行っている。

・リーダー：臼田誠次郎 *非会員
メンバー：大来雄二、玖野峰也、田中秀雄、 

*栗原郁夫
（ 8）原子力－事故からの再生

旧「原子力プロジェクト」の検討結果も生かし
て、福島第一原発事故の検証（what, why, how）、
原子炉安全性の向上、さらに放射性廃棄物の管理
などについて、調査研究や公開討論等を通じて、
原子力の位置付けの再検討を図るべく活動した。
さらにEAJの「福島第一原発汚染水処理検討委員
会」にも参画した。
Ø2013.9.6　第178回談話サロン「福島原発事故を

検証する」を学士会館にて開催した。申込み定
員オーバーの参加者を得て議論も活発に行われ
た。
Ø2013.11.28　国際廃炉研究開発機構（IRID）の

福田俊彦氏から「福島第一原発の汚染水問題の
現状と今後の見通し」について説明を受け、討
議した。

・リーダー：山脇道夫
メンバー：亀井信一、北澤宏一、奈良林直、 

松井一秋
（ 9）バイオマス・アジア

2013年10月にバイオマス・アジアの新規プロジ
ェクトが立ち上がり、2013年度計 3 回の会議が開
催された。本プロジェクトでは、東南アジアに豊
富に賦存するバイオマスの戦略的利活用や、地球
環境に資するトレファクション（半炭化）を用い
た石炭との混焼技術等について検討・検証を開始
している。
・リーダー：西嶋昭生 *非会員

幹事：佐村秀夫
メンバー：伊藤　叡、神本正行、佐伯とも子、 

諏訪　基、羽野　忠、山田　守、 
*澤　一誠
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5．支部・地区活動
（ 1）北海道・東北支部（支部長：尾坂芳夫）

2013.7.11 北海道大学工学部（札幌市）
講演：船水尚行氏「貧困問題への水・衛生か

らのアプローチ―し尿の価値を高める
技術とその導入戦略：ブルキナファソ
を例にして―」 
白土博樹氏「分子追跡陽子線治療から
多様な科学技術の発展に向けて」

2013.10.3 山形大学工学部（米沢市）
講演：田中　賢氏「先進医療製品のデザイン

から実用化―バイオエレクトロニクス
による健康寿命の延伸」 
結城章夫氏「『ソフトパワー大国』を
目指して」

2013.12.19 東北大学片平キャンパス（仙台市）
講演：金井　浩氏「①東北大学工学研究科に

おける教育改革②新しい医用超音波診
断を目指して」 
安田喜憲氏「日本列島の国土強靭化と
は」

（ 2）九州支部（支部長：國武豊喜）
2013.10.28 ユメニティのおがた（直方市）
スーパーサイエンスハイスクール（SSH）講

演会（福岡県立鞍手高等学校）
「生活を豊かにする工学と技術」
講演：國武豊喜氏「ナノテクの新しい材料」 

早瀬修二氏「安全・安心な社会作りに
貢献する太陽光発電技術」 
松本広重氏「環境を支える科学技術」 
田中敬二氏「ゴムとプラスチックでつ
くる未来の材料」

2014.1.24 九州大学伊都キャンパス（福岡市）
「日本の科学と工学の原点を学ぶ」
講演：神田健三氏「寺田寅彦と中谷宇吉郎―

世界結晶年IYCrにあたり」 

近浦吉則氏「Yoneda-Peak（Yoneda-
Wing）を中心として；九大から生ま
れた、偉大な、早すぎた発見」 
植村　榮氏「化学の先達に敬意を払お
う―化学遺産に関する日本化学会の活
動―」

2014.2.10 大分大学（大分市）
「工学と医学・歯学の連携をはかる」
講演：穴井博文氏「東九州メディカルバレー

構想の概要と、産学官連携による医療
機器開発への取り組み」 
竹中繁織氏「歯工連携による癌診断チ
ップの開発―高齢者の生活の質の向上

（QOL）を目指して―」 
宇田泰三氏「スーパー抗体酵素分子の
性質と可能性―高機能を何にどのよう
に結びつけるか―」

（ 3）地区活動強化推進施策
中国・四国地区の活動活性化の試みとして、

高松市で開催された日本学術会議の講演会の日
程に合わせて、徳島県上勝町および香川県多度
津町を巡る「水」をテーマにした見学・交流会
をEAJ広報委員と企画・運営委員の有志 5 名で
企画し、2013年12月 5 日に上勝町の「彩」「リ
サイクル」「浄化槽」などを、同 6 日には多度
津町の「汚水処理」「高度浄化」などを見学した。
そして同 7 日の日本学術会議講演会への出席で
大旅行を締め括った。

6．印刷物
EAJ Information No.155　
プロジェクト部会報告書

「 北海道・東北地区での地域振興と人材育成」
プロジェクト（2010年度－ 2012年度）
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総　　　会

理　事　会

事　務　局

会員選考委員会

中部

北海道・東北支部

関西

九州支部

委員会

プロジェクト
（旧称：作業部会）

支部・地区活動

日米科学技術・イノベーション
パートナシップの強化

次世代へのメッセージフォーラム

工学の戦略的展開

ソフトカー

根本的エンジニアリングの普及啓発

原子力－事故からの再生

電力流通システム

バイオマス・アジア

＊2013年度末で活動を完了

広報委員会

福島第一原発汚染水処理検討委員会

政策委員会

企画・運営委員会

国際委員会

会長アドバイザリー委員会

メンテナンス委員会

安全知と安全学委員会

食糧生産と食品の安全性 ＊

：特別委員会
（設置期間限定）

組織・運営
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　　＜役　　員＞

 理事・会　長 小宮山　宏

 理事・副会長 阿部　博之 梶山　千里 柘植　綾夫 中西　友子

 理　　　　事 旭岡　叡峻 有信　睦弘 池田　駿介 遠藤　　勲 

  大来　雄二 梶村　皓二 岸浪　建史 小泉　英明 

  後藤　　敏 島村　常男 田中　秀雄 田中　正人 

  長井　　寿 永野　　博 羽野　　忠 濱田　政則 

  林　　秀樹 林　　良嗣 古田　勝久 松尾　友矩 

  宮城　光信 向殿　政男 茂木　美智子 矢川　元基

 常 務 理 事  玖野　峰也

 監　　　　事 原　　邦彦 古崎　新太郎 松宮　　徹

　　＜名誉会長・顧問＞

 最 高 顧 問  西澤　潤一

 名 誉 会 長  中原　恒雄

 顧　　　　問 平山　　博 堀　　幸夫 青山　博之 國武　豊喜 

  伊東　　誼 三井　恒夫 川崎　雅弘 種市　　健 

  神山　新一 飯塚　幸三 御園生　誠

2014年 3 月31日現在

2013年度 役員名簿



EAJ Activities Report 2013/2014

10

【全体概況】
従来どおり収支計算書に準拠しかつ通年で全

体像をまとめると下表のようになる。2013年 7
月 1 日に公益社団法人に移行したので、その最
初の決算期は2013年 7 月 1 日から2014年 3 月31
日までの 9 ヶ月となる。しかし通年で比較しな
いと活動と決算が見えないので、ここでは社団
法人としての最終期の 3 ヶ月と公益社団法人と

しての 9 ヶ月を合算し、12 ヶ月の数値で説明
する。経費節減に努めた結果、当期収益差額は
6,741千円の黒字となったが、内6,450千円は2014
年 7 月 27日から 8 月 1 日にTokyo Big Sightで
共催するGrand Renewable Energy 2014に使用
する寄付金収入であり、これを除外すると291
千円の黒字に留まる。

【事業活動収入】
予算に計上していなかった寄付金収入があ

り、会費収入減（予算対比△1,435千円）があっ
たものの収入合計は5,346千円の増加となった。

【事業活動支出】
寄付金収入に対応した国際会議費支出は2014

年度に集中する。一方では、各委員会費、プロ
ジェクト費、広報出版費、講演会費、地区活動
費、国際活動費の節減があり、事業活動支出は
予算対比で9,958千円の減少となった。

【収支差額】
以上の結果、事業活動収支は予算対比で

13,164千円の改善となった。
さらに期中に予備費から500千円を事業活動

支出各科目に振り替えたので、予備費500千円
が期末に残った。

事業活動収支、投資活動収支と予備費支出を
加えた当期収支差額は、予算対比で16,715千円
の改善となった。

【繰越収支差額】
以上から次期繰越収支差額は予算対比で

16,715千円の改善となり、41,670千円となった。

（単位：千円）
A) 2013年度予算 B) 2013年度決算 B)−A) 差額

事業活動収入 44,097 49,443 5,346
事業活動支出 52,660 42,702 △9,958
事業活動収支差額 △8,563 6,741 13,164
投資活動収支差額 △911 0 911
予備費支出 500 0 △500
当期収支差額 △9,974 6,741 16,715
前期繰越収支差額 34,929 34,929 0
次期繰越収支差額 24,955 41,670 16,715

2013年度 収支決算
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2014年度 事業計画

Ⅰ．EAJの基本ミッション

従来は自明の理として明言されてこなかった
「工学アカデミーの基本ミッション」について議
論を進め下記の三点に絞り込んだ。

1．Engineering Design & Maintenance
2．Engineering Ethics & Education
3．Social System Innovation & Engineering 

Sustainability
さらに本アカデミーの目的を「これからの社会

を『工学する』」とし、「Engineer the Future」
を掲げる。

Ⅱ．活動計画概要

地域活性化・国際交流・人づくり・情報発信の
四本の社会的機能を達成すべく、下表に記載する
諸活動を推進する。

以上の諸活動を推進する体制を以下のように強
化する。

1．常置委員会と特別委員会
従来の常置委員会（会員選考、企画・運営、

政策、国際、広報）に加えて、設置期間を限定
した特別委員会を理事会の下に設置し、トップ
ダウンの形で重要な課題に取り組む。

第 1 号として「メンテナンス委員会」を設置
し社会インフラ等のメンテナンスについて根本
から検討を加えている。さらに「安全知と安全
学」や「福島第一原発汚染水処理検討」を取り
上げている。

2．プロジェクト活動
3 年目を迎える「日米科学技術・イノベーシ

ョンパートナシップの強化」「次世代へのメッ
セージフォーラム」「工学の戦略的展開」「ソフ
トカー」を継続し、加えて 2 年目を迎える「根
本的エンジニアリングの普及啓発」「電力流通
システム」「原子力－事故からの再生」「バイオ
マス・アジア」を推進すると共に、さらに新規
プロジェクトを募集する。

3．産業界との連携
会長アドバイザリーからのご意見を踏まえ、

1．地域活性化
・九州支部および北海道・東北支部での

支部活動強化と支部間交流会の実施
・関西地区および中部地区での支部設立

の準備
・北陸・信越地区と中国・四国地区での

地区活動の強化
・「プラチナ構想ネットワーク」との連携

2．国際交流
・世界（CAETS）と東アジア（EA-RTM）

での連携強化
・二国間（日米JAFOE、日豪ERLEP、日

韓、日泰他）若手交流の促進
・日米・日英・日仏・日独・日瑞・日泰

等の二国間シンポジウムの開催
・「STS Forum工学アカデミー会長会議」

でEngineer the Futureを促進
3．人づくり

・政策提言の発信
・科学技術リーダー人材の育成

・二国間若手交流の継続とYoung Academy 
of Engineeringの創設

・産業界と連携して、「師弟相互の学び
の場」としての工学アカデミーを志向

4．情報発信
・提言、EAJ NEWS、EAJ Information

などの発信
・談話サロン（公開シンポジウム）の継

続的な開催
・国際シンポジウムの開催
・公益社団法人の特長を生かして、寄付

活動を促進
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以下の方針を産業界と協議の上で推進する。
「 メンテナンスとイノベーションに依る21世紀

の産業と社会の再生」
1）産学の緊張した連携と社会技術イノベーシ
ョン、2）人材、3）「工学」の認知度向上、 
4）成功事例分析

4．各委員会の活動
（ 1）会員選考委員会（委員長：松本洋一郎）

理事会の開催頻度に合わせ、年度内に委員会
を 4 回開催し、推薦された会員候補者の選考を
行い、適格と認めた候補者を理事会に推薦する。

それに加えて、本アカデミー役員、会員の協
力を得つつ、適格な会員候補者を発掘し、会員
資格のレベルを落とすことなく、会員拡大を図
る。特に、①若手、女性、産業界、工学の近接
領域の会員発掘を図る。②会員のいないあるい
は少ない地域の会員拡大を図る。
“Young Academy of Engineering”の創設 

を睨みながら本アカデミーの若手会員制度を 
検討すると共に、終身会員制度の普及を目指す。

（ 2）企画・運営委員会（委員長：小宮山宏）
本アカデミーの基本方針や重要課題につき企

画・調査・検討し、理事会に提議する。また、
会長、理事会からの諮問に応じて調査・検討し
答申する。プロジェクトをはじめとする実践的活
動を推進する。工学アカデミーの基本的な使命
を確認しつつ、組織存続の要となる財政健全化
に向け、賛助会員拡大および寄付金獲得の具体
的な施策を企画・立案する。

（ 3）政策委員会（委員長：有信睦弘）
下記のタスクフォース群を、各幹事を決めて

推進し、随時、会員・賛助会員および広く社会
に発信する。
TF-2 ：「人材」野城智也幹事
TF-10：「科学技術・イノベーション・教育政

策の三位一体推進政策」柘植綾夫幹事
TF-14：「工学教育の再構築を目指して」 

有信睦弘幹事
TF-15：「『医薬工融合』による先端医療イノベ

ーションマネジメントの実現」 
江上美芽幹事

（ 4）国際委員会（委員長：長井　寿）
日本の工学分野における国際活動の一端を有

効に担うべく、事業全体の方向性も議論しつつ
計画を推進する。
・国際工学アカデミー連合（CAETS）関連： 

2014年 6 月、北京での開催に参加。
・日米先端工学（JAFOE）シンポジウム（EAJ-

NAE）：2014年 6 月、東京で開催。
・東アジア工学アカデミー円卓会議（EA- 

RTM：EAJ-CAE-NAEK）：2014年 9 月、済
州島での開催に参加。

・日豪若手研究者交流促進事業（ERLEP：
EAJ-ATSE）：2014年11月、 8 名を豪州から
受け入れ。

・その他の 2 国間交流：非定常的に開催。
（ 5）広報委員会（委員長：田中秀雄）

EAJ内部コミュニケーションの活性化と外部
に対する情報発信を通じて、本アカデミーおよ
び工学の社会における認知度の向上を図る。各
委員会、プロジェクト等の活動を会員に報知し、
会員間の情報共有と情報交換の活性化を図る。
マスコミ等を通じた本アカデミーの活動や提言
の外部への発信および他学協会との合同イベン
ト等を通じたEAJの理念、活動の理解の推進を
図る。インターネット時代に相応しい広報の在
り方を追求し、メルマガ等の導入による発信力
の充実を目指す。会員名簿の発行様式を検討す
る。

（ 6）メンテナンス委員会（委員長：阪田憲次）
笹子トンネルでの天井崩落事故を受け、社会

インフラのメンテナンスについて関心が集まっ
ている。メンバーで協議した結果を深化させ、
提言にまとめる。

（ 7）安全知と安全学委員会（委員長：向殿政男）
これまで 9 回実施してきた「安全工学フォー

ラム」の開催を継続し、安全学という新しい安
全に関する学問を構築することを目指す。また、
我が国の安全の価値を重視する国づくりと、我
が国が世界に安全の面から貢献できる道を開く
ことを目指す。

（ 8）福島第一原発汚染水処理検討委員会	
	 （委員長：嘉門雅史）

福島第一原発の汚染水処理に関して、東電と
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国の対策を検証し、必要な提言を行う。2014年
2 月の理事会に中間報告を行った。理事会での
議論も踏まえ、早急に提言をまとめる。

5．各プロジェクトの活動
（ 1）日米科学技術・イノベーションパートナ

シップの強化	 （リーダー：松見芳男）
米ローレンスリバモア国立研究所より提案があ

った「同研究所とEAJ共催によるハイパフォーマ
ンスコンピューティング日米合同ワークショッ
プ」を実現する。2014年 1 月の米SRI International
との共催による日米合同ワークショプをはじめ、
今後も米国関係機関と逐次共同開催し、日米科学
技術・イノベーションパートナシップの強化の一
助とする。

（ 2）次世代へのメッセージフォーラム	
	 （リーダー：大久保泰邦）

日本が直面している真の課題は石油ピークで
ある。欧米は石油を持ち、その延命と世界経済
のソフトランディングの方策を模索している。
しかし日本は欧米と異なる環境にあり、独自の
方策を考えなければならない。その答は日本の
真のポテンシャルを知ることである。2013年度
に続き、公開シンポジウム開催と次世代へのビ
デオメッセージの作成を進める。

（ 3）工学の戦略的展開（リーダー：福田収一）
Engineering Designは社会の要求に応える創

造、開拓活動である。激変、多様化の時代には
問題解決よりは、まず問題設定の方が重要とな
る。さらにグローバル化の時代には、現地ニー
ズへの対応が重要となる。この視点から企画、
開発の適切な戦略的展開について検討する。

（ 4）ソフトカー（リーダー：小栗幸夫）
車と歩行者が共存できる環境を、ソフトカー

を用いて探求し、市川市や久慈市などにモデル
地区を設けて社会実験の実践を図る。また日本
学術会議の提言などを踏まえ、速度制御の必要
性・有効性を検証する。広汎に議論されるよう
になった自動運転のコアに速度制御が存在する
ことを明らかにし、自動運転と速度制御の融合
の方向性を示す。

（ 5）根本的エンジニアリングの普及啓発	
	 （リーダー：鈴木　浩）

「根本的エンジニアリング」の各プロセスの
深掘り・実装のための場の在り方・イノベーシ
ョン創出の基礎作り・普及啓発のための教材作
成の課題に対して、概念の深化・MECIプロセ
スの深掘り・技術革新事例の分析・現場のイノ
ベーション意識の調査・教育実践などを展開す
る。

（ 6）電力流通システム（リーダー：臼田誠次郎）
新エネルギー導入に欠かせない電力系統につい

てエンジニアリング面から掘り下げ、電力供給 
と消費を繋ぐ「電力流通システム」の望ましい 
未来形を展望する。電圧・周波数・送電能力・信
頼度・交流と直流・電源や負荷の変動などの要件
を検討する。2014年 2 月の理事会に報告した中間
報告を深化させ、提言にまとめる。

（ 7）原子力－事故からの再生	
	 （リーダー：山脇道夫）

旧「原子力プロジェクト」の検討成果も生か
して、福島第一原発事故の検証（what, why, 
how）、原子炉安全性の向上、さらに放射性廃
棄物の管理などについて、調査研究や公開討論
等を通じて、原子力の位置付けの再検討を図る。

（ 8）バイオマス・アジア（リーダー：西嶋昭生）
バイオマス原料の最大の賦存量を誇る東南ア

ジア全域で、その利活用を戦略的に検討し、地
球環境に資する活動を目指す。特にトレファク
ション（半炭化）ペレット生成技術と石炭との
混焼技術の検証は途上にあり、国際産官学連携
でシステム的検証を狙う。

6．支部と地区の活動
（ 1）北海道・東北支部

会員・非会員の交流と新会員加入のための活
動を目的として、年次計画で支部内各地での講
演会・懇親会を企画し、工学アカデミーの支部
活動の活性化に貢献する。

（ 2）中部地区
中部支部の設立に向けて、地区講演会などの

イベントを開催する。
（ 3）関西地区

関西支部の設立に向けて、地区講演会などの
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イベントを開催する。
（ 4）九州支部

九州支部の会員増強と会員・非会員間の情報
の共有を目的として、支部シンポジウムを開催
する。さらに日本の工学分野で将来実質的にリ
ーダーとなる人材育成に資する活動を行う。

（ 5）地区活動強化推進施策
中国・四国地区および北陸・信越地区での活
動計画として、地区講演会を開催し、地域の活
性化の足がかりと会員増強に努める。
同様にこれまでも会員ゼロの県をなくすこと
を目標としてきたが、まだ達成していないので、
今後も努力を継続する。

賛助会員

1　日本電気株式会社
2　住友電気工業株式会社
3　富士通株式会社
4　トヨタ自動車株式会社
5　大成建設株式会社
6　鹿島建設株式会社
7　ソニー株式会社
8　三菱重工業株式会社
9　株式会社日立製作所
10　三菱電機株式会社
11　東日本旅客鉄道株式会社
12　日本電信電話株式会社
13　株式会社東芝
14　三菱マテリアル株式会社
15　株式会社NTTデータ

16　株式会社NTTドコモ
17　日産自動車株式会社
18　一般財団法人新技術振興渡辺記念会
19　株式会社神戸製鋼所
20　東レ株式会社
21　独立行政法人科学技術振興機構
22　株式会社三菱総合研究所
23　日本工装株式会社
24　株式会社IHI
25　アイシン精機株式会社
26　KDDI株式会社
27　株式会社島津製作所
28　株式会社建設技術研究所
29　日本工営株式会社

以上29社・団体
2014年 5 月22日現在

（入会順）
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2014年 5 月22日現在
《最終官職》

理　事・会　長 小宮山　宏 （株）三菱総合研究所理事長
理　事・副会長 阿部　博之 （独）科学技術振興機構顧問
理　事・副会長 梶山　千里 福岡女子大学理事長・学長
理　事・副会長 中西　友子 東京大学大学院農学生命科学研究科教授
理　事・副会長 小泉　英明 （株）日立製作所役員待遇フェロー
 理　事 有信　睦弘 東京大学監事
 理　事 有本　建男 政策研究大学院大学教授《元文部科学省科学技術政策局長》
 理　事 遠藤　　勲 （株）レック・アールディ取締役会長
 理　事 大久保　泰邦 （独）産業技術総合研究所産学官連携推進部門企業・大学連携室総括主幹
 理　事 梶村　皓二 《元通商産業省工業技術院長》
 理　事 亀井　信一 （株）三菱総合研究所人間・生活研究本部本部長
 理　事 嘉門　雅史 京都大学名誉教授
 理　事 岸浪　建史 室蘭工業大学監事
 理　事 田中　秀雄 （一財）気象業務支援センター理事長
 理　事 田中　正人 東京大学名誉教授
 理　事 永野　　博 （独）科学技術振興機構研究開発戦略センター特任フェロー 
   《元科学技術庁科学技術政策研究所長》
 理　事 羽野　　忠 大分大学名誉教授
 理　事 林　　秀樹 住友電気工業（株）研究統轄本部技師長
 理　事 林　　良嗣 名古屋大学大学院環境学研究科教授
 理　事 日野　光兀 東北大学名誉教授
 理　事 松見　芳男 伊藤忠商事（株）理事
 理　事 松本　洋一郎 東京大学大学院工学系研究科（機械工学専攻）教授
 理　事 宮城　光信 東北工業大学学長
 理　事 向殿　政男 明治大学名誉教授
 理　事 茂木　美智子 東京医療保健大学客員教授
 理　事 矢川　元基 （公財）原子力安全研究協会理事長
 理　事 野城　智也 東京大学生産技術研究所教授
 理　事 山田　　淳 九州大学大学院工学研究院教授
 理　事 渡辺　美代子 （独）科学技術振興機構執行役 
   （理数学習推進・科学コミュニケーション担当）
 専務理事 池田　駿介 （株）建設技術研究所国土文化研究所所長
 常務理事 玖野　峰也 （公社）日本工学アカデミー常務理事
 常務理事 長井　　寿 （独）物質・材料研究機構ナノ材料科学環境拠点拠点マネージャー

以上　理事32名

 監　事 松宮　　徹
 監　事 村上　正紀 立命館副総長

以上　監事 2 名
 最高顧問  西澤　潤一
 名誉会長  中原　恒雄
 顧　問  平山　　博 堀　　幸夫 青山　博之 國武　豊喜 伊東　　誼
   三井　恒夫 川崎　雅弘 種市　　健 神山　新一 飯塚　幸三
   御園生　誠 柘植　綾夫

以上

2014年度 役員名簿
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【基本方針】
2014年度は会員データベースシステムの陳腐

化を是正し、加えて会員名簿発行や会費請求シ

ステムの効率化を図るため、コンピュータプロ
グラムを更新する。その他の費目は前年度決算
に応じて微調整の上で決定した。

【事業活動収入】
寄付金収入15,000千円を見込むが、内6,450千

円はすでに2013年度に入金している。

【事業活動支出】
国際会議費として13,800千円を見込む。また

事業事務費の中のパソコン管理費に会員データ
システムのソフト更新費3,000千円を増額して
いる。

【収支差額】
これらにより事業活動支出は71,800千円とな

り、前年予算対比で6,740千円の増加となる。
また投資活動支出（退職給付引当預金取得支

出のみ）として516千円、予備費支出として
1,000千円を計上する。

当期収支差額は16,319千円の赤字となる。

【繰越収支差額】
次期繰越収支差額は25,351千円になり、前年

予算対比で396千円の小幅な増加（前期繰越収
支差額対比では16,319千円の減少）となるが、
今後の活動に必要な繰越金は確保できる。

2014年度 収支予算

（単位：千円）
A) 2014年度予算 B) 2013年度予算 A) − B) 差額

事業活動収入 56,997 44,090 12,900
事業活動支出 71,800 52,160 19,640
事業活動収支差額 △14,803 △8,063 △6,740
投資活動収支差額 △516 △911 395
予備費支出 1,000 1,000 0
当期収支差額 △16,319 △9,974 △6,345
次期繰越収支差額 25,351 24,955 396
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1997年４月23日

わが国の工学及び技術の基盤の確立と拡大強化を図り、先見性、創造性豊かな工学及び技術の創出を推進
することは、わが国の発展の為ばかりでなく、世界人類の将来にとっても極めて重要である。従来わが国は
応用技術、生産技術の面で革新的な展開を行うことにより、経済大国と呼ばれるまで成長したが、その後さ
らに創造性豊かな工学及び科学技術の推進や、これまで貢献の少なかった基礎研究の面における指導的役割
も期待されるようになった。
1987年、大学・官公庁・民間において、工学の研究、技術開発、産業の振興等に顕著に貢献した優れた見
識を持つ指導的立場の人々が上記の様な問題意識の下に、その学問分野や産業グループを越えて相集い、日
本工学アカデミーを任意団体として設立した。その目的は必要に応じて独自の提言を行うことにより、わが
国の科学技術全体の発展に寄与し、さらに諸外国のアカデミーとの交流を通して国際協力を推進することで
あった。
その後10年間にわたり、この日本工学アカデミーは委員会・専門部会等を編成して関連する問題について
調査審議を行うと共に時宜に適った提言等を実施してきた。又、国際的に関心のある問題について、世界的
権威者を招請して、国際シンポジウムを開催してきた。1990年には、海外各国の同種団体の連合体である国
際工学アカデミー連合（International Council of Academies of Engineering and Technological Sciences―
CAETS）へ加入を認められ、その活動に積極的に参加し国際交流を図ってきた。その結果、わが国の工学技
術分野を代表する組織として、国際工学アカデミー連合加入の各国から高く評価される様になってきている。
この時期に当たり、日本工学アカデミーを任意団体から改組し社団法人とすることにより、一層その活動
を推進したいと考えるに到った。その理由は、１．国際協力の活発化　２．国内活動の強化　３．普及啓発
活動の推進　の三つである。

１．国際協力の活発化
国際工学アカデミー連合（CAETS）のみならず、広く海外の各国、特にアジア各国でも、工学アカデミ
ーの設立の気運があり、これらとの相互連携においても、日本工学アカデミーの立場が強化されることが望
ましい。国際的にも日本工学アカデミーの活動が評価されるに伴い、これらの活動を円滑にする為、その活動
の社会的な認知及び公共性を明確な立場として捉えることがより効率的と判断される様になって来ている。

２．国内活動の強化
一昨年11月には、各省庁の枠を越えた議員立法によって科学技術基本法が成立し、内閣総理大臣の諮問を
受けて、科学技術会議で策定された科学技術基本計画は昨年７月２日付で閣議決定された。政府は科学技術
創造立国を基本政策とし、科学技術振興の為の種々の新施策も一部実行に移されつつあるが、科学技術基本
法の基本的考え方は、日本工学アカデミーの設立の趣旨と全く合致する。日本工学アカデミーは、これら諸施
策の最適な計画と実行を図る為に、関係者の利害を超越して、国益のための積極的な提言活動等を強化する。

３．普及啓発活動の推進
最近の社会状況として、青少年の理工学離れに警鐘が鳴らされており、青少年や一般国民に対して、科学
技術とその経済社会への寄与について、その重要性を周知啓発する必要がある。この様な背景の下に日本工
学アカデミーは、国内外で公式に認知された団体として所期の目的を更に拡大して、普及活動も含めた公益
活動を効率よく、効果的に実行する。

以上の趣旨により、任意団体である日本工学アカデミーを発展的に改組し、社団法人日本工学アカデミー
を設立しようとするものである。

以　　上

社団法人日本工学アカデミー設立趣意書
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